
令和２年10月に長野県内の水道事業者等により設立された「水道事業広域連携推進協議会」の下にワーキング
グループ（WG）をテーマごとに設置し、実務担当者により、県内で共通する喫緊の課題について調査研究を行い、
解決に向けて広域的に取り組む事業を実施。
「情報共有・台帳整備」については、モデルケースとして企業局と関係市町村により先行して研究を開始。

１ 概要

○令和元年度
・ 第１回 令和２年２月18日（火）15:00～

場 所：長野県企業局会議室

参加者数：23名(12団体) 傍聴者15名(10団体)

内 容：「ワーキンググループの進め方」

「ワーキンググループで研究するテーマ」

○令和２年度
・ 企業局内部会議（第１回～第５回）令和２年４月～

場 所：長野県企業局会議室（Web会議）

参加者数：企業局本庁及び３現地機関

による担当者会議（第３回：長野市参加）

内 容：「水道施設の点検」、 「水道施設台帳の整備」

・ 第２回 令和２年３月26日（木）13:30～

場 所：長野県企業局会議室（Web会議）

参加者数：26名(12団体)

内 容：「水道事業広域連携推進協議会設置要綱（案）」

「施設台帳整備“長野県企業局モデル”の構築」

「メンバー提案議題の検討）

における検討状況について

進行：関水道事業課企画幹

２ 実施状況

当日資料（抜粋）
新型コロナウィルス対策によるWeb会議での開催

傍聴者も含め会場は満席

小林県公営企業管理者

・ 第１回 令和２年６月４日（木）10:00～

場 所：長野県企業局会議室（Web会議）

参加者数：14名(５団体＋市町村課、水大気環境課)

内 容：「水道施設台帳整備“長野県企業局モデル”の構築」

「広域連携に向けた基礎データの収集(水大気環境課)」

WEB会議において、活発な意見交換を展開

協議会の設立に先立ち、災害時の受援への利用、アセットマネジメント

への活用等を想定し、各水道事業者が共通の施設台帳を整備できない

か、企業局と関係市町村で研究 （「長野県企業局モデル」の検討） ⇒

広域化・広域連携等検討するためのシミュレーションでの活用

県内水道事業者等が統一基準で台帳を整備し、
情報を共有する方向で調査、研究を実施
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「長野モデル」（統一フォーマット）による水道施設台帳のデジタル化について

簡易水道の手引き※１
の項目を追加

※１「簡易水道等小規模水道における水道施設台帳作成の手引き」P8～ｐ９

※２経産省と厚労省がまとめた「水道情報活用システム」を構成するプラットフォーム

長野市の台帳
（初期ベースモデル）

県企業局WGモデル案

（現時点）

ＷＧで追加検討

「長野ﾓﾃﾞﾙﾌｫｰﾏｯﾄ」の決定

各事業体で

計画的に整備

水道標準ＰＦ※２
の項目を追加

※ 水道施設台帳に入れ込む「施設図 ・ 写真」等の取扱いは、今後のワーキンググループで検討していく。

構成員の意見を踏まえ
項目を修正

委託による整備方法
を検討

＜統一フォーマットでデジタル化することのメリット＞

★整備すべき情報項目が明確になり、目標が立てやすい

★自治体間で施設情報を共有できる

１ 水道施設の適切な管理（維持管理水準の底上げ）が可能となる

２ アセットマネジメントの精度向上が図られる

３ 大規模災害時等の危機管理体制の強化が図られる

・災害時に外部からの応援受入がスムーズ（早期復旧）

４ 広域連携や官民連携等のための基礎資料として活用できる

・近隣と施設管理で連携しやすい（共同で委託や人材確保など）

・正確な水運用の広域連携シミュレーションができる

・監視、台帳管理等のアプリケーションが利用可能

固定資産、水質、料金等の
各種データを入力し

整備◆施設台帳の整備フロー

先行ＷＧで
仕様検討

施設名称をクリックすると図面が表示され
るイメージ

「長野モデル フォーマット」のベースとする長野県企業局WGモデル(案)

（入力項目を統一しエクセル等で整備した水道施設台帳）

改正水道法の台帳整備期限
令和４年９月30日
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